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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第128期

中間会計期間
第129期

中間会計期間
第128期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 3,877 4,936 8,333

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 198 △98 9

中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）

(百万円) 136 △71 186

持分法を適用した場合の投資利益 (百万円) 1 1 2

資本金 (百万円) 1,510 1,510 1,510

発行済株式総数 (千株) 1,540 1,540 1,540

純資産額 (百万円) 10,487 11,248 10,962

総資産額 (百万円) 16,614 18,224 18,217

１株当たり中間（当期）純利益
又は１株当たり中間純損失（△）

(円) 102.01 △53.22 139.04

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 30

自己資本比率 (％) 63.1 61.7 60.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 349 △206 311

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △160 △224 △142

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △259 134 126

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 540 609 906
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第129期中間会計期間は１株当たり中間純損失で

あり、潜在株式が存在していないため記載しておりません。また、第128期については潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。

３．2018年８月より「株式給付信託（BBT）」を導入しており、株主資本において自己株式として計上されている

「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損

失（△）の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出

会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間末の総資産は18,224百万円となり、前事業年度末に比べ６百万円増加いたしました。主な要因

は、投資有価証券の時価上昇等による固定資産の増加（471百万円）に対して、現金及び預金の減少（282百万円）

や製品の減少（149百万円）等による流動資産の減少（465百万円）によるものです。

当中間会計期間末の負債は6,976百万円となり、前事業年度末に比べ279百万円減少いたしました。主な要因は仕

入債務や未払法人税等の支払いによる流動負債の減少（226百万円）や長期借入金の返済等による固定負債の減少

（52百万円）によるものです。

当中間会計期間末の純資産は11,248百万円となり、前事業年度末に比べ285百万円増加いたしました。主な要因

は、中間会計期間末日における保有株式の時価が上昇したことによるその他有価証券評価差額金の増加（398百万

円）等によるものです。

この結果、当中間会計期間末における自己資本比率は61.7％となりました。

当中間会計期間における業績は、舶用主機関・部分品・修理工事等の売上拡大に注力した結果、売上高4,936百万

円（前年同期比27.3％増）となりました。利益面では、案件構成の変化に伴う原価率の上昇に加え、原価率の高い

購入機器の部品販売が集中したことから前年同期を下回る結果となりました。なお、これらは概ね計画通り推移し

ており、受注状況については引き続き堅調に推移しております。この結果、経常損失98百万円（前年同期は経常利

益198百万円）、中間純損失71百万円（前年同期は中間純利益136百万円）となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べて296百万円減

少し、当中間会計期間末には609百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は206百万円（前年同期は349百万円の収入）となりました。主な収入は売上債権の

増減額81百万円、棚卸資産の増減額62百万円、主な支出は仕入債務の増減額590百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は224百万円（前年同期は160百万円の支出）となりました。主な支出は固定資産の

取得による支出202百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は134百万円（前年同期は259百万円の支出）となりました。主な収入は短期借入金

の純増加額400百万円、主な支出は長期借入金の返済による支出167百万円であります。

　

(3）経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(5) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の金額は105百万円であります。

なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(6) 従業員数

当中間会計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　

(7) 生産、受注及び販売の実績

当中間会計期間において、受注実績が著しく増加しております。

これは、当社の主要顧客である内航船を取り扱う各船主の更新需要が、環境規制が厳しく先に更新需要が始まっ

た外航船に比べてようやく高まってきたことによるものであります。

この結果、受注高は8,498百万円（前年同期比31.9％増）、受注残高は9,653百万円（前年同期比45.0％増）とな

りました。

 
(8) 主要な設備

当中間会計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。

 
(9) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,200,000

計 3,200,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,540,000 1,540,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 1,540,000 1,540,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 1,540,000 ― 1,510,000 ― 926,345
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アカサカ共栄会 静岡県焼津市柳新屋670－６ 126 9.27

DNB BANK ASA CLIENT ACCOUNT
（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ
東京支店）

DRONNING EUFEMIAS GATE 30 OSLO NO 191
（東京都新宿区新宿６－27－30）

97 7.12

東京アカサカ共栄会 静岡県焼津市柳新屋670－６ 75 5.56

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１－10 64 4.71

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 64 4.71

赤阪　治恒 静岡県静岡市駿河区 46 3.37

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション 兵庫県明石市二見町南二見１－38 41 3.02

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 36 2.65

駿南鐵工株式会社 静岡県焼津市中港４－２－20 35 2.56

アカサカ従業員持株会 静岡県焼津市柳新屋670－６ 27 2.04

計 ― 614 45.07
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式175千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 175,600
 

― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

13,477 ―
1,347,700

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
16,700

発行済株式総数 1,540,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,477 ―
 

　（注）１ 「単元未満株式」には、自己株式が41株含まれております。

２ 「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として、㈱日本

カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する株式26,100株（議決権の数261個）が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社赤阪鐵工所

東京都千代田区
丸の内三丁目４番１号

175,600 － 175,600 11.40

計 ― 175,600 － 175,600 11.40
 

（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として、㈱日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する株式26,100株

については、上記の自己株式等に含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 
役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務取締役
執行役員

代表取締役専務執行役員
管理本部長

塚本　義之 2026年７月１日

常務取締役執行役員
常務取締役執行役員
品質保証本部長

渡瀬　　守 2026年７月１日

取締役執行役員
制御技術部長

取締役執行役員技術本部長 黒田　　透 2026年７月１日

取締役執行役員
プラント事業部長

取締役 赤阪　治恒 2026年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、東陽監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,037,647 754,919

  受取手形及び売掛金 3,062,736 2,981,615

  製品 149,880 -

  仕掛品 3,272,983 3,378,712

  原材料及び貯蔵品 747,553 726,936

  その他 63,432 26,831

  貸倒引当金 △2,283 △2,210

  流動資産合計 8,331,950 7,866,804

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,440,250 1,427,118

   その他（純額） 2,020,513 1,913,702

   有形固定資産合計 3,460,763 3,340,820

  無形固定資産 58,003 49,353

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,985,282 5,572,182

   その他 1,392,432 1,405,550

   貸倒引当金 △10,756 △10,255

   投資その他の資産合計 6,366,958 6,967,477

  固定資産合計 9,885,726 10,357,650

 資産合計 18,217,676 18,224,455
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,646,522 1,056,056

  短期借入金 507,605 884,254

  未払法人税等 89,068 16,779

  賞与引当金 148,300 153,000

  製品保証引当金 114,587 143,836

  受注損失引当金 45,693 72,052

  その他 1,761,444 1,760,271

  流動負債合計 4,313,220 4,086,249

 固定負債   

  社債 80,000 70,000

  長期借入金 838,807 694,179

  引当金 66,638 71,660

  その他 1,956,862 2,054,235

  固定負債合計 2,942,308 2,890,074

 負債合計 7,255,528 6,976,324

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,510,000 1,510,000

  資本剰余金 926,934 926,934

  利益剰余金 5,891,263 5,779,110

  自己株式 △408,065 △408,176

  株主資本合計 7,920,132 7,807,868

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 3,042,014 3,440,262

  評価・換算差額等合計 3,042,014 3,440,262

 純資産合計 10,962,147 11,248,130

負債純資産合計 18,217,676 18,224,455
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 3,877,281 4,936,332

売上原価 3,100,192 4,289,799

売上総利益 777,088 646,532

販売費及び一般管理費 ※  748,267 ※  805,353

営業利益又は営業損失（△） 28,821 △158,821

営業外収益   

 受取利息 2,281 2,700

 受取配当金 48,205 53,799

 助成金収入 81,969 800

 補助金収入 36,068 24,267

 その他 12,202 8,145

 営業外収益合計 180,726 89,712

営業外費用   

 支払利息 10,536 16,998

 支払補償費 - 9,030

 固定資産撤去費用 - 3,800

 その他 100 -

 営業外費用合計 10,637 29,829

経常利益又は経常損失（△） 198,910 △98,938

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 198,910 △98,938

法人税等 62,351 △27,718

中間純利益又は中間純損失（△） 136,558 △71,220
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 198,910 △98,938

 減価償却費 257,383 243,446

 固定資産撤去費用 - 3,800

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △500 △574

 賞与引当金の増減額（△は減少） 10,300 4,700

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,183 29,249

 受注損失引当金の増減額（△は減少） △6,003 26,359

 助成金収入 △81,969 △800

 補助金収入 △36,068 △24,267

 受取利息及び受取配当金 △50,487 △56,499

 支払利息 10,536 16,998

 売上債権の増減額（△は増加） △4,888 81,121

 棚卸資産の増減額（△は増加） △633,530 62,297

 仕入債務の増減額（△は減少） 110,517 △590,466

 その他 399,172 103,252

 小計 172,190 △200,321

 利息及び配当金の受取額 50,487 56,499

 利息の支払額 △10,860 △17,327

 保険金の受取額 7,612 -

 助成金の受取額 81,969 800

 補助金の受取額 36,068 24,267

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 11,704 △70,297

 営業活動によるキャッシュ・フロー 349,171 △206,379

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △48,000 △62,000

 定期預金の払戻による収入 24,000 48,000

 固定資産の取得による支出 △129,958 △202,620

 投資有価証券の取得による支出 △7,502 △7,630

 貸付金の回収による収入 1,813 1,898

 その他 △849 △2,203

 投資活動によるキャッシュ・フロー △160,497 △224,557

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - 400,000

 長期借入金の返済による支出 △149,630 △167,979

 社債の償還による支出 △20,000 △10,000

 リース債務の返済による支出 △47,696 △46,852

 自己株式の純増減額（△は増加） △484 △111

 配当金の支払額 △41,496 △40,849

 財務活動によるキャッシュ・フロー △259,307 134,207

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △70,632 △296,728

現金及び現金同等物の期首残高 610,923 906,647

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  540,290 ※  609,919
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【注記事項】

(中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当中間会計期間

(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

見積実効税率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く場合には、税引前中間純利益また

は税引前中間純損失に法定実効税率を乗じた金額に、繰延税金資産の回収可能性を考慮してお

ります。
 

 
(追加情報)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

（取締役に対する株式給付信託（BBT））

当社は、2018年６月27日開催の第120期定時株主総会決議に基づき、当社の取締役に対する株式報酬制度「株式

給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

１．取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役（社外取締役を除きま

す。）に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金

銭（以下「当社株式等」といいます。）が信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等

の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

２．信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。なお、当中間会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、56,286千円、

26,100株であります。

 
 

 
(中間損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

給料手当 194,670千円 206,622千円

賞与引当金繰入額 43,255 〃 42,721 〃

退職給付費用 5,070 〃 4,632 〃

役員株式給付引当金繰入額 4,206 〃 4,206 〃

執行役員退職慰労引当金繰入額 525 〃 575 〃
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金勘定 677,290千円 754,919千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△137,000　〃 △145,000　〃

現金及び現金同等物 540,290千円 609,919千円
 

 

(株主資本等関係)

前中間会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 40,949 30 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金
 

（注）2025年６月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に

対する配当金783千円が含まれております。

 
当中間会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 40,931 30 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金
 

（注）2026年６月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に

対する配当金783千円が含まれております。

 
(持分法損益等)

 
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 9,052千円 9,052千円

持分法を適用した場合の投資の金額 62,203 〃 63,803 〃
 

 

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

持分法を適用した場合の投資利益の金額 1,270千円 1,599千円
 

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一セグメント

であるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

内燃機関関連   

舶用内燃機関 878,800 1,916,688

部分品及び修理工事 2,336,661 2,253,761

その他 627,552 734,089

顧客との契約から生じる収益 3,843,013 4,904,538

その他の収益（注） 34,267 31,793

外部顧客への売上高 3,877,281 4,936,332
 

(注) 「その他の収益」は不動産等の賃貸による収益であります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益又は
１株当たり中間純損失（△）

102円01銭 △53円22銭

（算定上の基礎）   

中間純利益又は中間純損失（△）(千円) 136,558 △71,220

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る中間純利益又は中間純損失（△）(千円) 136,558 △71,220

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,338 1,338
 

(注) １．前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「株式給付信託(BBT)」が保有する当社自己株式（前中間会計期間　26,100株　当中間会計期間　26,100

株）を１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△）の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算

において控除する自己株式に含めております。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月11日

株式会社赤阪鐵工所

取締役会  御中

東陽監査法人

　名古屋事務所
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 桐   山   武   志  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐 々 木　　健　　司  

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社赤阪鐵

工所の2026年４月１日から2027年３月31日までの第129期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社赤阪鐵工所の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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